
 

 

 

§３ 市 民 生 活 
 

 

  



 



１ 市民相談の概要 

（１）一般・行政相談 
市民相談は，行政に対する要望などのほか隣近所のトラブルや困りごと相談，

各種問い合わせなど，市民生活に関わる多種多様な相談に応じています。 
平成２４年度の「くらし安心課」の新設を契機に，より一層市民相談窓口の

利用促進を図るため，くらしに関する総合的な相談窓口として「くらし安心 
１１０番（２１－３１１０・さぁひゃくとうばん）」を開設しました。 
「くらし安心１１０番」は，市民からの相談等に対して，内容を正確に聴取

し確認することで，いわゆる「たらい回し」を避け，市民の相談に対するワン

ストップ化に努めることとしています。 
それぞれの事案に対しては，担当課と調整し，市民への明確な回答に努める

とともに，担当課に対しては，処理結果の報告を求め，検証することで今後の

適切な対応に繋げるよう努めています。 
また，行政以外の相談については，軽易なものには直接助言をするととも 

に，専門的な知識を必要とするものについては，「市民特別相談」により，対 
応しています。                                              

市民相談の令和３年度の相談件数は，２，１８７件となっており，電話に 
よる相談が１，７７７件，来庁による面談での相談が３８７件，Eメールで 
の相談が２３件となっています。 
また，相談の内容については，一般相談が６５９件，行政相談が１，５２８

件となっております。 
 

令和３年度「くらし安心１１０番」受付状況 
 
 

  

相談の形態 件      数 うち行政相談 

来  庁   ３８７件   ２７３件 

電  話 １，７７７件 １，２３７件 

Ｅメール    ２３件    １８件 

文  書     ０件     ０件 

計 ２，１８７件 １，５２８件 
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くらし安心１１０番（一般・行政相談）（平成２９～令和３年度）  

                                （単位:件） 

   所 管 部 局 名 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 

行 
 

政 
 

相 
 

談 
 
 

 企 画 部 11 13 8 12 19 

 総 務 部 16 36 11 87 12 

 財 務 部 42 55 29 32 46 

 競 輪 事 業 部 3 2 0 1 0 

 市 民 部 375 351 391 720 783 

 保 健 福 祉 部 208 231 215 218 159 

 保 健 所 108 62 61 151 109 

 子 ど も 未 来 部 15 22 14 15 14 

 環 境 部 69 63 60 62 57 

 経 済 部 6 6 21 71 12 

 観 光 部 5 13 6 5 0 

 農 林 水 産 部 15 5 7 12 14 

 土 木 部 662 132 66 96 73 

 都 市 建 設 部 105 65 62 74 40 

 港 湾 空 港 部 0 0 1 3 0 

 消 防 本 部 5 4 8 10 9 

 教 育 委 員 会 8 14 10 10 8 

 企業局(上下水道部) 12 15 16 15 10 

 企 業 局 ( 交 通 部 ) 9 6 2 3 3 

 函 館 病 院 5 6 2 5 2 

 そ の 他 部 局 12 6 10 5 18 

 他 官 庁 362 250 244 284 140 

行 政 相 談  計 

(うち他部局と調整・回答) 

2,053 

(125) 

1,357 

(37) 

1,244 

(27) 

1,891 

(62) 

1,528 

(25) 

一  般   相  談 1,155 1,164 1,060 833 659 

合      計 3,208 2,521 2,304 2,724 2,187 
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 (２) 市民特別相談 

市民特別相談は，市民の日常生活上の諸問題について問題解決の指針となる 

よう，専門の相談員が相談に応じるもので，相談日については，予約制となっ 

ており相談項目によって曜日等が異なっています。 

  

令和４年度 市民特別相談開設状況 

（本庁舎） 

 

（亀田支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談項目 曜 日 
相 談 

時 間 
相 談 員 主な相談内容 

法  律 
毎週  

水,金曜日 

13:00 ～

15:00 

函     館 

弁 護 士 会 

金銭の貸借・契約上のトラブル等， 

相続・離婚問題， 

その他民事問題（交通事故・事業経営

に関する相談を除く） 

登記全般 
第2,3,4 

木曜日 

13:00 ～

15:00 

函   館 

司法書士会 

相続・贈与の手続き， 

不動産等の登記・供託の手続き等 

くらしの 

法律手続 
第 1火曜日 

13:00 ～

15:00 

北 海 道 

行政書士会 

函 館 支 部 

契約書・相続等に関する書類の作成

方法， 

官公署等に提出する申請書の作成方

法 

土地･家屋 

1 月～6月 

第2,4 木曜日 

7 月～12 月

第 2木曜日 

10:00 ～

12:00 

不 動 産 

鑑 定 士 

土地・建物等の価格， 

賃貸借料・権利金・明渡し等の賃貸借

契約問題 

困りごと 

心配ごと 
第1,3 火曜日 

9:30 ～

11:30 

函 館 人 権 

擁 護 委 員 

協 議 会 

夫婦や親子関係のもめごと， 

職場や学校でのいじめ，家庭内暴力， 

隣近所のいやがらせ，不当な差別等 

相談項目 曜 日 
相 談 

時 間 
相 談 員 主な相談内容 

法  律 

第1,3 火曜日 

(4 月のみ 

第2,3火曜日) 

13:00 ～

15:00 

函 館 

弁 護 士 会 

金銭の貸借・契約上のトラブル等， 

相続・離婚問題， 

その他民事問題（交通事故・事業経営

に関する相談を除く） 
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(単位：件)

相談区分 相　談　内　容 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度

相続，遺言，贈与 137 162 162 142 113

貸金取り立て，借金返済 32 38 49 38 16

慰謝料，損害賠償 25 31 32 26 16

保証人に関すること 7 5 3 3 4

法 律 土地家屋に関すること 42 58 85 61 26

交通事故に関すること

離婚問題に関すること 111 98 101 73 58

契約に関すること 50 52 48 37 28

労働問題に関すること 2 2 3 3 3

その他 79 79 63 72 55

            計 485 525 546 455 319

土地家屋の名義変更に関すること 15 26 24 17 17

登記全般 相続に関すること 65 42 53 39 20

その他 11 7 4 7 4

            計 91 75 81 63 41

く ら し の 行政事務手続に関すること 1 1 1

法 律 手 続 その他 1 3 2 3 1

            計 2 3 3 4 1

家賃,地代金に関すること 4 4 2 3 3

土地家屋の売買に関すること 14 22 12 9 6

立ち退き，明け渡しに関すること 1 2

土地･家屋 賃貸借契約に関すること 2 2 1

権利金，敷金に関すること

境界に関すること 1

その他 3 1 1 5 3

            計 24 29 17 18 13

学校や職場でのいじめ 1 2

家庭内暴力やもめごと 1 5 4 3 2

隣近所のいやがらせ 2 5 3 3 1

困りごと 離婚に関すること 3 2 1

心配ごと 子供の親権，教育

騒音等生活権の侵害 1

その他 4 8 6 2 7

            計 7 22 15 12 10

　　合      計 609 654 662 552 384

市民特別相談内容別件数の推移（平成２９～令和３年度）  

14



(３) 犯罪被害者の相談 

犯罪被害者の相談では，被害にあわれた市民・家族から「どこに相談したら

いいのかわからない」，「これからどうしたらいいのかわからない」等の相談

や問い合わせに対して，内容を聴取し，担当課や専門の機関等を紹介していま

す。 
 

２ 多重債務相談の概要 

 バブル崩壊後の長引く景気の低迷や雇用環境の悪化などを背景として，一般消費

者が収入を補うために複数の貸金業者から借入を繰り返したり，安易にクレジット

カードを利用したりするなどして返済困難に陥る「多重債務」が極めて深刻な社会

問題となり，平成１５年には全国の自己破産申立件数が約２４万件に上りました。 

本市でも，市民相談や消費生活センターにおいて，借金（多重債務）に関する相

談が急激に増加し，また，借金（多重債務）問題を背景として市税や国民健康保険

料等を滞納するケースが多数発生したことから，事態を深刻に受け止め，こうした

問題を抱える市民の生活再建を支援するため，平成２１年４月，市役所１階に多重

債務専門の相談窓口を開設しました。 

 

（１）本市の多重債務相談の特色 

ア 庁内関係部局との連携 

庁内関係部局と連携をとることにより，借金（多重債務）問題を抱えた市

民を早期に発見し，相談窓口に誘導するとともに，問題の解決後，迅速かつ

有効に相談者の生活再建が図られるよう，総合的な支援体制を構築していま

す。 

 

イ 法律専門家への同行 

借金（多重債務）問題の解決にあたって債務整理を行う場合，弁護士・司

法書士といった法律専門家の協力が不可欠となります。本市多重債務相談に

おいては，単に法律専門家を紹介するのではなく，担当相談員が相談者に同

行して紹介・引継ぎを行うことにより，相談者の負担を軽減し，円滑な問題

解決を図っています。 

 

相談人数および弁護士・司法書士等への引継ぎ人数 

区     分 H30 年度 R 元年度 R2年度 R3年度 

相 談 人 数 231 人 234 人 242 人 230 人 

 
うち，弁護士・司法書士

等への引継ぎ人数 
85 人 79 人 87 人 81 人 
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（２）多重債務問題の未然防止 

「借金」を含めたお金に関する知識は，すべての市民にとって，豊かな人生

を送る上で必要不可欠なものであるという考えのもと，社会への旅立ちを目前

に控えた高校生や新社会人などを対象とした出前講座を実施しています。 

 

令和３年度出前講座開催実績 

 

 

 

 

  

実施日 実 施 機 関 対 象 受講者数 

R3.8.11 
はこだて若者サポートステーショ

ン 
求職者 7 人 

R3.11.10 函館白百合学園中学高等学校 高校３年生 103 人 

R3.11.17 函館大学付属有斗高等学校 ３年生 134 人 

R3.12.3 函館工業高等学校 定時制４年生 7 人 

R4.3.5 
道南しょうがい者就業・生活支援

センターすてっぷ 
施設利用者 9 人 

計 260 人 
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３ 消費者行政の概要 

（１）消費生活センター 

消費生活の安定と向上を図る拠点として，昭和４９年１１月から函館市消費

生活センターを設置しています。平成２４年度からは広域相談体制を開始し，

相談・あっせん業務等に関して渡島管内の１０市町と連携を行っています。 

 

ア 消費生活センターの概要 

（ア）施設の概要 

ａ 位  置  函館市梁川町１０番２５号 テーオーデパート６階 

ｂ 面  積  ６５．００㎡ 

 

（イ）業務内容 

ａ 消費生活に関する相談 

ｂ 消費生活に関する商品テスト 

ｃ 消費生活に関する知識の普及および情報の提供 

ｄ その他消費生活の安定および向上を図るために必要な事業 

 

（ウ）管理体制 

・ 昭和５３年４月～ 函館消費者協会へ管理委託 

・ 平成１８年４月～ 指定管理者制度導入 

（平成１８年４月～平成２１年３月 函館消費者協会） 

・ 平成２１年４月～ 指定管理者 

（平成２１年４月～平成２４年３月 函館消費者協会） 

・ 平成２４年４月～ 指定管理者 

（平成２４年４月～平成２９年３月 函館消費者協会※） 

※  平成２４年１２月から法人格を取得 

特定非営利活動法人 函館消費者協会 

・ 平成２９年４月～ 指定管理者 

（平成２９年４月～令和４年３月  

        特定非営利活動法人 函館消費者協会） 

・ 令和４年４月～ 指定管理者 

（令和４年４月～令和９年３月  

        特定非営利活動法人 函館消費者協会） 
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令和３年度　消費生活センター商品・役務別・内容別相談受付件数
(単位：件)

受

付

件

数

う

ち

苦

情

件

数

安

全

衛

生

品
質
･
機
能
･
役
務
品
質

法

規

・

基

準

価

格

・

料

金

計

量

・

量

目

表

示

・

広

告

販

売

方

法

契

約

・

解

約

接

客

対

応

包

装

・

容

器

施

設

・

設

備

買

物

相

談

生

活

知

識

そ

の

他

計

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

A 商 品 一 般 103 99 1 3 12 15 63 73 7 1 1 176

B 食 料 品 109 104 1 7 3 15 32 91 81 16 1 1 248

C 住 居 品 67 65 11 1 5 8 46 44 17 1 1 134

D 光 熱 水 品 25 24 1 3 1 7 1 9 12 7 1 42

E 被 服 品 104 100 9 1 14 16 90 90 26 3 1 250

F 保 健 衛 生 品 159 158 4 10 3 14 41 138 140 21 371

G 教 養 娯 楽 品 130 123 14 1 12 1 11 97 104 29 1 3 273

H 車 両 ･ 乗 り 物 51 51 11 2 6 6 24 37 19 105

I 土地･建物･設備 23 20 5 1 5 3 13 12 3 1 43

J 他 の 商 品 0 0 0

771 744 6 71 16 90 2 132 571 593 145 3 0 3 3 7 1,642

K ク リ ー ニ ン グ 3 3 1 1 1 3

L ﾚﾝﾀﾙ･ﾘｰｽ･貸借 89 85 2 23 1 38 27 60 28 1 2 182

M 工事･建築･加工 24 22 13 9 2 6 14 11 55

N 修 理 ･ 補 修 23 23 10 1 9 8 7 12 47

O 管 理 ･ 保 管 1 0 1 1

P 役 務 一 般 3 3 1 1 3 3 8

Q 金融･保険ｻｰﾋﾞｽ 94 81 5 8 5 37 67 16 1 7 146

R 運輸･通信ｻｰﾋﾞｽ 170 165 9 1 32 10 95 120 48 3 318

S 教 育 サ ー ビ ス 1 0 1 1

T 教養･娯楽ｻｰﾋﾞｽ 159 158 1 1 33 17 130 128 16 1 327

U 保健･福祉ｻｰﾋﾞｽ 42 35 2 10 2 8 4 13 22 10 2 1 74

V 他 の 役 務 81 70 1 1 23 9 44 49 20 3 1 2 153

W 内職･副業・ねずみ講 46 46 10 14 44 43 5 116

X 他の行政ｻｰﾋﾞｽ 10 3 1 2 1 6 10

746 694 4 68 12 171 0 63 408 515 168 0 0 5 4 23 1,441

Z 他の相談 40 1

1,557 1,439 10 139 28 261 2 195 979 1,108 313 3 0 8 7 30 3,083

※内容別相談件数は，1商品に対して2つ以上の相談内容もあるため，商品別相談件数と一致しない。

役務計(K～X）

総　　件　　数

受付 内　容　別　相　談　件　数

商品・役務別分類項目

商品計(A～J）

内容別分類項目
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（２）消費者意識向上啓発事業 

ア 消費者月間および消費者の日記念事業の開催 

       例年，５月の消費者月間に「消費生活パネル展」を，５月３０日の消費者

の日に函館消費者協会と共催で街頭啓発キャンペーンを実施し，消費生活に

関する正しい知識の普及と消費者意識の向上，啓発を図っています。 
 

イ 消費者情報の提供 

石油製品の小売価格調査結果，その他消費生活に関する情報を掲載した「消

費生活情報」を毎月発行し，消費生活の改善・啓発に努めています。 
 

ウ 函館消費者協会との協働・連携 

      特定非営利活動法人函館消費者協会は，消費について正しい知識の普及と消

費者の利益擁護に努め，正常な取引の促進と消費生活の安定向上を図ることを

目的として組織された団体であり，本市では同協会との協働・連携を図るとと

もに，その事業活動に対して補助金を交付し，支援しています。  
 

エ 消費者教育の実施 

賢い消費者を目指し，消費生活の基礎的な知識を習得するため，身近な

問題をテーマとした消費生活講座や出前講座を開催しています。また，若年層

の消費者被害を防止するために，教育機関と連携した消費者教育の充実を図っ

ています。 

 

（３）製品表示等に関する立入検査業務 

製品安全 4 法（消費生活用製品安全法，電気用品安全法，ガス事業法および

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律）および家庭用品品

質表示法に基づき，製品に適合した表示が付されているか，無表示となってい

ないか，あるいは特定の製品を販売するにあたって，所定の説明義務などが果

たされているか，これらの確認に重点を置いた立入検査を実施しています。 

 

立入検査実施状況 

 

 
 

 

 

（４）石油製品小売価格調査 

      石油製品の価格調査により個々の価格動向を把握し，必要により，価格の抑

制等について消費者団体と連携して関係機関に働きかけることとしています。   

区 分 R 元年度 R2年度 R3年度 

立入店舗 数 31 店 18 店 17 店 

検査商品点数 497 点 178 点 251 点 
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ア 調査の概要 

（ア）調 査 日    毎月１２日 

（イ）調査品目    家庭用灯油（１リットル･ホームタンク配達価格） 

プロパンガス（５立米／１０立米･基本料金を含む） 

軽油（１リットル･店頭価格，セルフを除く） 

Ａ重油（１リットル･ローリー配達価格） 

レギュラーガソリン（１リットル･店頭価格,セルフを除く） 
（ウ）調 査 店    販売店２７店 

（エ）調査方法    電話による聞き取りまたはＦＡＸによる調査 

 

 

４ 市 民 生 活 推 進 
 
（１）町 会 組 織 
 

 町会や自治会等地域住民が組織する団体（以下「町会等」という。）では，

地域住民が相互に連携を保ち，「自らの手で住みよいまちづくり」を目標に防

犯，交通安全，防災，青少年の健全育成などの諸問題に対し，積極的な取り組

みを行っています。 

 

（２）認 可 地 縁 団 体 
 

町会等における地域的な共同活動を円滑に行うため，地方自治法第２６０

条の２の定めにより，一定要件を満たす町会等は市町村の認可により法人格

を取得することができます。本市では令和４年６月末現在，７３の町会等が

「認可地縁団体」となっています。 

 
（３）町会活性化推進事業 
 

    町会等は，安心安全で住みよい地域を守るため，長年活動してきたが，ラ

イフスタイルの多様化などに伴い，若い世代の町会離れ，加入率の減少，役

員の高齢化，役員のなり手不足が課題となっていることから，函館市町会活

性化検討会議にて町会活性化についての議論を重ね，令和３年に「町会活性

化に向けた基本的な方向性」を作成し，これに基づき，町会等や函館市町会

連合会と協働により，各種事業を行っています。 

 

ア 町会活性化モデル事業 

モデル町会が，それぞれの課題解決に向けて，外部アドバイザーやサポ

ーターとともに立案した活性化の取り組みの支援を行うほか，その事例を

他町会の参考としてもらうため，報告会等を行っています。 

年 度 モデル町会数 取組テーマ 備 考 

R３ ２町会 

・防災訓練による活性化 

・人材リスト＆業務の棚

卸しによる活性化 

報告会は中止とし，取

組内容を収録したＤＶ

Ｄの配布を行った。 

 

20



 

 

イ 町会活動ＰＲ促進事業 

特に若い世代に町会等の必要性や役割を周知するために，インスタグラ

ムを活用し，特徴的な活動を実施している町会を紹介した投稿による情報

発信を行っています。 

年 度 内 容 

R３ 

ＰＲ動画の作成 YouTube 公開用動画 合計 28 本 

ＰＲ紙の発行 
タイトル「＃住んで良かったこの町」 

・Ａ４判フルカラー両面 

YouTube・Instagram 

の開設 

アカウント名 

・YouTube「函館町会」 

・Instagram「hakodatechoukai」 

 

ウ 町会加入窓口の臨時開設 

町会加入促進の取り組みとして，町会連合会と連携し，転入や転居の多

い４月に市役所１階ホールにおいて，臨時の加入取次窓口を設置し勧誘を

行っています。 

年 度 実施日 チラシ等配付件数 取次件数 

R３ 
４月１，２日，

４～７日 
1,050 件 45 件 

 
 
 
 
 
 
 
（４）函館市持続可能な町会運営に関する検討委員会 

    町会運営・活動の担い手の負担感を軽減し，持続可能な町会へ転換するため

の手法について検討するため，有識者による会議を設置し意見を徴します。  

 

  ア 組織および委員 

   ・委員数 ８人以内 

   ・構 成 (ｱ)学識経験のある者 

(ｲ)各種団体の推薦する者 

(ｳ)公募による者 

(ｴ)その他市長が特に必要と認める者 
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  イ 委員名簿                （令和４年６月１７日現在） 

区  分 氏  名 所属団体 

学識経験の 

ある者 

奥平 理 国立大学法人北海道教育大学函館校 

菊池 幸恵 
独立行政法人国立高等専門学校機構 

函館工業高等専門学校 

各種団体の 

推薦する者 

中村 馨 函館市町会連合会 

上野山 夕子 函館市町会連合会 

石郷岡 聖 函館弁護士会 

公募による者 中村 和代 ― 

その他市長が

特に必要と認

める者 

丸藤 競 函館市地域交流まちづくりセンター 

酒本 宏 株式会社 ＧＬＯＣＡＬ ＤＥＳＩＧＮ 

（敬称略） 

 

（５）町 会 交 付 金 
 

 町会等の運営は，会員の会費を主財源に運営していますが，市は町会活動

のより一層の促進と活性化を図るため，交付金を交付しています。 

 
 

 町会交付金の推移 （単位：団体，千円） 

年度 団体数 交付金額 備     考 

R元 178 68,696 （交付基準） 

世帯割 １世帯 370 円 

組織割 １町会 18,200 円～108,900 円 

※R4～ 

（交付基準） 

世帯割 １世帯 500 円 

組織割 １町会 一律 120,000 円  

R２ 178 68,508 

R３ 178 68,368 
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（６）町会会館建設費補助金 
 

 町会等が，自主的活動に資するため会館を建設（新築・増改築および建物の取

得）する場合に，建設工事費の一部を補助しています。 
 

 

 町会会館建設費補助金の推移 （単位：団体，千円） 

年度 団体数 補助金額 備     考 

R元 7 14,741 （補助基準） 

工事費の２分の１以内とし，限度額 1,000 万円。 

バリアフリー化等の一定の要件を満たす場合に

はさらに 100 万円が上乗せされます。 

R２ 6 5,608 

R３ 11 19,012 

 
（７）町会備品設備整備費補助金 
 

 町会等が，実施する地域活動に必要な備品設備を整備する場合に，経費の一部

を補助しています。 
 

 町会備品設備整備費補助金の推移 （単位：団体，千円） 

年度 団体数 補助金額 備     考 

R元  12   1,698  

（補助基準） 

事業費の２分の１以内とし，限度額 50 万円 
R２  19   2,949  

R３ 20  4,002  
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（８）街路灯設置等および電灯料補助金 
 

 夜間の交通安全，犯罪の防止などの目的をもって街路灯を設置，または，通行

人の安全確保を図るため老朽化等により不要になった街路灯を撤去する団体，

個人に対し，設置等工事費および電灯料（公衆街路灯）の補助をしています。 
 

 

 街路灯設置等および電灯料補助金の推移 （単位：灯，千円） 

年度 
設 置 費 補 助 電 灯 料 補 助 

備   考 
灯 数 補助金額 灯 数 補助金額 

R元 1,514 47,447 19,961 68,102 
（補助基準） 
○街路灯設置 
 工事額の 8/10（LED 灯につい
ては 8.5/10）と補助限度額の
いずれか少ない方の額 

○電灯料 8/10 
※R4～（追加） 
◯街路灯撤去 
 工事額の5/10と補助限度額の
いずれか少ない方の額 

R２ 1,045 32,183 19,959 59,863 

R３ 967 33,173 20,007 60,105 

 
 
（９）地域安全安心促進交付金 
 

 町会等の自主防犯活動を促進するために，遠方からの被視認性が高く，心理的

犯罪抑制効果のある青色回転灯を，町会等が警察の証明を受け，車両に整備し防

犯パトロールを実施する場合に，１台につき年額５千円の交付金を交付してい

ます。 
 

 地域安全安心促進交付金の推移 （単位：団体，台，千円） 

年度 団体数 台 数 交付金額 備     考 

R元 35 59 295 

（交付基準） 

青色回転灯装備車 １台 5,000 円 
R２ 33 56 280 

R３ 35 57 285 
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（１０）函館市地区・方面別町会名

函館市地区・方面別町会名一覧 令和４年６月末日現在

地区 方面 数 町会名 地区 方面 数 町会名

入舟町会，船見町第一町会 上湯川町会，上湯川団地町会

第二船見町会，弥生町会 旭岡町会，西旭岡市営自治会

天神町会，弁天町会 亀尾町会，蛾眉野町会

大町町会 西旭岡町会，鱒川町会

末広町会，元町町会 ガーデンヒル自治会

青柳町会，○谷地頭町会 根崎町会，高松町会

住吉町会，宝来町会 高松町親交会，高根西部町会

東川町会，豊川町会 空港団地町会，志海苔町会

大手町会，栄町会，旭町会 三協町会，銭亀町会

東雲町会，大森町会 望洋団地自治会，新湊町会

松風町会，若松町会 古川町会

千歳町会，新川町会 豊原町会

上新川町会，海岸町内会 石崎町会

大縄町会，松川町会 鶴野町会

万代町会，北浜町会 函館市桔梗町会，桔梗北町会

港町会，港町北部町会 桔梗西部町会，石川町会

追分町会，亀田町民会 亀田本町第一町会，亀田本町第二町会

大川町会，白鳥町会 亀田本町第四町会，亀田本町第五町会

田家町会，八幡町会 函館市亀田港町会

宮前町会 昭和町会，東富岡町会

道営大川団地自治会 函館市富岡町一丁目町会

中島町会，千代台町会 函館市赤川町会，美原町会

堀川町会，高盛町会 北美原町会

宇賀浦町会，函館市日乃出町会 中道一丁目町会，函館市本通町会

的場町会，金堀広野町会 南本通町会，

函館少年刑務所宿舎町会 本通中央町会

日乃出改良団地自治会 神山町会，鍛治町会

時任町会，本町会，梁川町会 中道第二町会，陣川あさひ町会

杉並町会，五稜郭町会 陣川みどり町会

柳町町会，函館市松陰町会 山の手町会，ひばりが丘町会

人見町会，人見南町会 函館市東山町会，ニュー東山町会

乃木町会，柏木町会 東山見晴台団地町会

川原町親和会，川原町会 山の手２丁目中央町会

深堀町会，深駒町会 小安町会，釜谷町会，汐首町内会

駒場自治町会，湯浜町会 瀬田来町内会，弁才町町内会

広野北部町会 泊町町内会，館町町内会，西浜町会

駒場団地町会 東浜町内会，原木二見町会

東深堀町会 ◯日浦町内会，尻岸内町内会，中浜町内会

函館市湯川町１丁目町会 女那川町内会，日ノ浜町内会

湯川町２丁目町会 古武井町内会，恵山町内会，御崎町内会

湯川三丁目町会，榎本町会 椴法華町会

戸倉ケ丘町会，高丘町会 新浜町二町内会，銚子町内会

湯川温泉町会，上野町会 古部町内会，木直町内会，尾札部町内会

香雪団地自治会，高丘団地自治会 川汲町内会，安浦町内会，臼尻町内会

見晴町会，鈴蘭丘町会，滝晴町会 大船町内会，磯谷町内会

花園町会，函館市日吉ヶ丘町会

はるか台自治会，日吉町第六団地自治会

日吉町会，日吉東部町会

日吉町北栄会，日吉北団地会

日吉四丁目町会

日吉南団地自治会

日吉第八団地自治会

日吉自由ヶ丘自治会，日吉親互会

※　太字は認可地縁団体

※　地区・方面は，函館市町会連合会の区分による。ただし，○印は町会連合会未加入団体

13 4

14 5

15 3

16 3

17

22 3

23 8

18 5

東
　
央
　
地
　
区

8 7

東
　
部
　
地
　
区

20

21

9 13

19 6

4

北
　
部
　
地
　
区

10 13 計 178

10

8

西
　
部
　
地
　
区

1 7

7 13

中
　
央
　
地
　
区

5 12

6 10

東
　
央
　
地
　
区

11 9

2 8

12 143 7

4 6
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５ 人権啓発の推進（地域人権啓発活動活性化事業） 

平成１２年度より，国が行う人権啓発活動のうち，都道府県に委託される事業（都

道府県地域事業）を，北海道からの再委託を受けて，「地域人権啓発活動活性化事業」

の実施に取り組んでいます。 
この事業を通じて，人権尊重思想の普及高揚を図り，人権問題に対する正しい認

識を広めるために，基本的人権の擁護に係る各種啓発活動を行っています。 
 

令和３年度 地域人権啓発活動活性化事業（事業費 550,000 円） 

事 業 区 分 事  業  内  容 
１ 人権の花運動 児童が互いに協力しながら，花を育てることにより，情

操を豊かにし，命の大切さや相手に対する思いやりの心を
身につけてもらうことを目的に，市内の小学校３校に花
（プランター植栽済）を贈った。 
実 施 日：R3.5.26，R3.6.4，R3.6.23 

 
２ 市電中吊り広告

および「広告電
車」の運行 

 
 
 
 
 

市電を活用して中吊り広告を行うことで，人権啓発事業 
（特設人権相談所の開設，人権相談窓口の案内，女性の人
権ホットライン強化週間，人権週間，広告電車の運行）の
周知を視覚にアピールした。 
運行期間：R3.5.15～R3.6.14 （31 日間 ６両） 

R3.11.1～R3.12.31（61 日間 ５両） 
 

市電１両内の全広告枠を貸し切り，小中学生の人権ポス
ターコンテスト受賞作品や人権に関するポスター等を掲示
して運行し，乗客に周知，啓発した。 
実 施 日：R3.12.1～ R3.12.31（31 日間） 
  

３ 障害者スポー 
ツ（車椅子バス
ケットボール）
体験教室 

 

市内の中学生に障害者スポーツ（車椅子バスケットボー
ル）を体験してもらうことで，障がい者への理解を深め，
人権意識の向上を図った。 
実 施 日：R3.11.28 参加者数 31 人 

 

４ フリーペーパー
「青いぽすと」
広告掲載 

 

「特設人権相談所」開設の広告を掲載し，広く周知を図
った。 
 （函館市，北斗市，七飯町 107,000 世帯） 
掲 載 日：R3.5.28 発行号 

 
５ チラシの配布等 
 

人権相談窓口の案内に係るチラシを作成し，市役所１階
市民ホール情報発信コーナー「はこだてｉスペース」へ常
設した。 
また，男女共同参画パネル展，小中学生人権ポスターコ

ンテスト作品展・中学生人権作文コンテスト作品展開催時
にもチラシを設置し，周知を図った。 
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